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令和４年度 災害ボランティア活動の促進に関して講じた施策の実施 

状況及び成果に関する報告書について 

 

福祉部福祉政策課 

１ 報告の根拠 

   茨城県災害ボランティア活動を支援し、促進するための条例 第13条第１項 

 
 

（年次報告） 

第13条 知事は、毎年度、災害ボランティア活動の促進に関して講じた施策の実施状

況及び成果を取りまとめ、議会に対し報告をしなければならない。 

２ 知事は、前項の報告を毎年度、公表しなければならない。 

 

 

２ 報告の対象 

  令和４年度の災害ボランティア活動の促進に関して講じた施策の実施状況及び成果 

 

 

３ 報告書の概要 

 

（１）名称 

   令和４年度 災害ボランティア活動の促進に関して講じた施策の実施状況及び成果

に関する報告書 

 

（２）構成 

   具体的な県の役割を規定した条例の条項（第７条～第12条及び第14条）ごとに、次

の内容について整理し、報告書としてまとめたもの。 

   ・事業名等／担当課名／最終予算額／事業概要／実施状況／成果 

 

（３）条項ごとの事業数等                 延べ19事業（再掲含む） 

条 項 規 定 内 容  延べ事業数（うち再掲数） 

第７条 事業者の協力 １  

第８条 相互の連携強化 １  

第９条 人材の育成及び確保 ５  

第10条 
被災者の支援の迅速かつ適切な実

施 
６ （１） 

第11条 
県外における災害ボランティア活

動に対する支援 
１  

第12条 普及啓発 ３ （１） 

第14条 推進体制の整備等 ２  

合 計 19 （２） 
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４ 主な事業の実施状況及び成果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害時に災害ＶＣを円滑に設置・運営できる人材を育成 

 ◎ 災害ＶＣ設置・運営訓練の実施：龍ケ崎市外４市町で開催(計 216人参加) 

 ◎ 災害初動期対応チーム(※)の育成：チーム登録者数 117人(2023.3月末） 

   ※被災地社協に派遣し災害ＶＣの設置・運営の支援などを行う。 

・災害ＶＣ（ボランティ

アセンター）の設置・

運営に係る人材の育成 

（２）被災者の支援の迅速かつ適切な実施（第 10条） 

・県災害ボランティア登

録制度の整備 

 災害ボランティア登録制度（個人・団体）の運用 

 ◎ 茨城県災害ボランティア登録：2022年度登録者数 個人:593件、団体:26件 

・災害ＶＣの運営を効率

化するシステムの運用 

 「災害ボランティア」と「被災者ニーズ」のマッチングを円滑に 

するシステムの運用により災害ＶＣの運営を効率化 

 ◎「いばらき型災害ＶＣ運営支援システム（ＩＶＯＳ）」の運用 

 ◎ ＩＶＯＳ操作研修の実施：県内７箇所で開催  

  ※研修は主に災害ＶＣの運営主体となる市町村社会福祉協議会の職員が対象 

（３）普及啓発（第 12条） 

・インターネットを利用

した災害ボランティア

関連情報の提供 

 本県の災害ボランティア関連情報にアクセスしやすい環境による情

報発信 

 ◎ 特設サイト「災ボラＳＴＡＮＤＢＹ(スタンバイ)」における各種情報発信 

 ◎ 県ホームページにおける各種情報発信 

（４）推進体制の整備等（第 14条） 

・茨城県災害ボランティ

ア活動支援基金の設置 

 基金特設サイトでのＰＲや企業版ふるさと納税の活用等により 

寄附金を募集し、災害ボランティアの活動環境を整備 

 ◎ 2022年度寄附総額：20,035 千円（法人14,552千円、個人5,483千円） 

        寄付件数：240件（法人13件、個人227件） 

           （※2021年度実績：19,596千円） 

（１）人材の育成及び確保（第９条） 
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６月２日の大雨に伴う取手市災害ボランティアの活動支援等について 

 

福祉部福祉政策課 

 

１ 県災害ボランティア条例を踏まえた活動支援 

 

（１）災害ボランティアセンターの設置・運営支援 

○ 「災害初動期対応チーム」３名が先遣隊として災害発生直後（6月4日（日））に現地入

りし、取手市、取手市社協と連携して、災害ボランティアセンター立ち上げに協力 

翌6月5日（月）以降もチーム員が交替で活動を継続中 

 ○ 取手市災害ボランティアセンターの開設（6 月 5 日（月））以降、県職員２名が常駐し、

主体的にボランティア受入れ等を支援（～6/10） 

○ 「いばらき型災害ボランティアセンター運営支援システム（ＩＶＯＳ）」の運営支援 

・ 被災者ニーズやボランティア受付等をデータ管理するシステムを6月5日（月）に立ち上げ、運営

に係る技術的支援を実施 

（２）災害ボランティアの募集 

○ 登録者等に対するボランティア協力の呼びかけ 

・ 登録者数（個人522人、21団体）へのメール配信（※団体へは個別に依頼） 

・ 特設サイト「災ボラSTANDBY(スタンバイ)」及び県ホームページ等に掲載 

○ 市町村及び市町村社協へボランティア参加の協力要請 

○ 周辺の大学、県立高校等に積極的な協力を個別に依頼 

 ・ 流通経済大学生（12人）が大きな被害を受けた「つつみ幼稚園」の園舎やグランドの清掃等に協力 

○ 認定ＮＰＯ法人「茨城ＮＰＯセンター・コモンズ」を通じて、県内ＮＰＯ法人へのボラン 

ティア募集を依頼 

（３）その他 

○ 県社協から災害ボランティア用資機材一式を提供 

・ スコップ（200個）、ドライワイパー（100個）、一輪車（20台）、高圧洗浄機（2機）等 

○ 茨城県共同募金会からの助成金の斡旋 

 

● 取手市災害ボランティアセンター（6/5開設）の活動状況 

※６月14日（水）18時現在 

○ 当初調査におけるニーズに対しては、ほぼ対応済み（約130件） 

○ その後、再調査をした結果、当初調査時は遠慮していた住民や、技術的なニーズ（床  

板はがしや床下乾燥など）もあがってきたため、現在対応中 
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・ 対応件数：希望261件、対応済186件（ｷｬﾝｾﾙ含む）、残り75件 

・ 活動人数：累計638人（６日間） 

・ 作業内容：室内片付け、土砂撤去、畳搬出、ゴミ選別・搬出 等 

          ※支援団体と連携し、床板はがし、床下乾燥等のニーズにも対応 

 

２ 災害義援金について 

○ 名  称：2023年台風第２号による大雨災害義援金 

○ 受付機関：日本赤十字社茨城県支部、茨城県共同募金会 

○ 募集期間：2023年６月８日～2023年９月30日 

  ※義援金は、茨城県で設置する義援金配分委員会で配分額を決定し、被災者に配分 
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令和４年度 ケアラー支援の推進に関して講じた施策の実施状況 

及び成果に関する報告書について 

 

福祉部福祉政策課 

 

１ 報告の根拠 

   茨城県ケアラー・ヤングケアラーを支援し、共に生きやすい社会を実現するための

条例 第15条 

 
 

（年次報告） 

第15条 知事は、毎年度、ケアラーの支援に関して講じた施策の実施状況及び成果を

取りまとめ、議会に報告するとともに、これを公表するものとする。 

 

 

２ 報告の対象 

  令和４年度 ケアラー支援の推進に関して講じた施策の実施状況及び成果 

 

 

３ 報告書の概要 

 

（１）名称 

   令和４年度 ケアラー支援の推進に関して講じた施策の実施状況及び成果に関する

報告書 

 

（２）構成 

   具体的な県の役割を規定した条例の条項（第８条～第14条）ごとに、次の内容につ

いて整理し、報告書としてまとめたもの。 

   ・事業名等／担当課名／最終予算額／事業概要／実施状況／成果 

 

（３）条項ごとの事業数等                 延べ32事業（再掲含む） 

条 項 規 定 内 容  延べ事業数（うち再掲数） 

第８条 市町村との連携等 ２  

第９条 推進計画 １  

第 10条 ケアラーの支援 14 （１） 

第 11条 人材の育成等 ４ （１） 

第 12条 普及啓発 ６ （１） 

第 13条 民間支援団体の活動に対する支援 ３  

第 14条 実態調査等 ２  

合 計 32 （３） 
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４ 主な事業の実施状況及び成果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）市町村との連携等（第８条） 

福祉、介護、教育などの支援関係機関が一堂に集まり具体的な事例

検討などを実施する合同研修の開催 

 ◎ ケアラー・ヤングケアラー支援関係機関職員等研修 

：日立市外２市にて開催（参加者 計 102人） 

・多様な関係機関が参加す

る合同研修の開催 

（３）ケアラーの支援（第 10条） 

・ケアラー相談窓口の明確

化の推進 

市町村におけるケアラー相談窓口明確化の推進 

 ◎ ケアラー・ヤングケアラーそれぞれの市町村窓口一覧を取りまとめ、県ホー 

ムページで公表 

・民間支援団体等における

取組の推進 

認定ＮＰＯ法人カタリバ（東京）が実施するオンラインによる 

ヤングケアラーに対する伴走支援への参加者募集 

 ◎ 県と NPOカタリバは 2022 年 10月 27日（木）連携協定締結 

 ◎ 伴走支援への参加者 ：5名（2023年 4月時点） 

（４）普及啓発（第 12条） 

・ケアラーに向けた情報発

信 

県内公立小中高等学校等の児童生徒に対し、ヤングケアラー啓発用

リーフレットを配布・説明 
 

ケアラー・ヤングケアラー支援に関する情報発信 

 ◎ 県ホームページ、県広報誌、ＳＮＳ、県政ラジオ等  

（５）実態調査等（第 14条） 

・ケアラー・ヤングケアラ

ー実態調査 

ケアラー・ヤングケアラーと支援機関双方の課題やニーズを把握

し、必要な支援策を検討するための実態調査の実施 

◎ 調査期間：2022年 4～7月 

◎ 過度なケアを担うヤングケアラーが一定数存在 

（ケアをしている児童・生徒の６～７割が、相談した経験がないと回答） 

（２）推進計画（第９条） 

・県推進計画の策定・公表 
県ケアラー支援推進計画の策定・公表 

◎ 認知度向上・理解促進、相談・支援体制の整備、多様な支援施策の推進、人

材の育成の４つの基本方針及び具体的施策等を明記した計画を策定・公表 
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「時間銀行モデル事業」の実施について 

福祉部福祉政策課 

 

国籍・性別・年齢・経済状況などに関わらず、誰もが共通に持っている「時間」を交換

単位として、「金銭」を介さずにサービスを提供し合い、人と人とのつながりを育む「時間

銀行」の仕組を活用した助成事業をモデル的に実施する。 

 

１ 目 的 

急速な人口減少、少子高齢化、コロナ禍で孤独・孤立が進行する中、地域が抱える様々

な課題の解決と地域の相互扶助機能の強化を図る。 

  

２ 事業内容 

茨城県内の一定の地域において、「時間」を交換単位としてサービスを提供し合う「時

間銀行」の仕組を活用した取組を行う団体に対して必要な経費を助成し、事業効果や課

題等を検証するものとする。 

 

３ 実施団体・企画概要等 

団体名 
しもつま外国人支援ネットワークＴＯＭＯＤＡＣＨＩ 

（外国人への生活支援・子育て相談や、みんなの居場所・子ども食堂を運営） 

主な実施地域 下妻市 

企画概要 

子ども、高齢者、外国人等が集う「お茶ＮＯＭＡ」（食事や交流、憩いの

場）を起点として、時間を交換単位とし、主に以下のようなサービスを

提供し合う。 

（サービス例） 

高齢者 ゴミ出し、庭掃除をしてもらう 料理や習い事を教える 

外国人 買い物や行政手続き等に付き添ってもらう 外国語や料理を教える 

子ども 勉強や習い事を教わる イベント等を手伝う 
 

※令和５年５月19日（金）まで募集し、応募があった３団体から１団体を選定したもの 

 

４ 助成金額（令和５年度予算額） 

4,000千円 

※助成率：県10／10 

 

５ 実施期間 

令和５年６月15日から令和６年３月31日まで 

 

６ 今後の予定 

令和５年６月 運営準備、参加者募集 

〃 ７月 本格運営スタート 
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結婚支援の取組について 

福祉部子ども政策局少子化対策課 

 

１ センター知名度の向上による会員数の増加 

（１）女性の入会登録料無料キャンペーン 

いばらき出会いサポートセンターでは、2021 年度からＡＩマッチングシステムを導

入しているが、相対的に少ない女性会員の増加を図るため、2022 年度に期間限定で実

施した女性の入会登録料無料キャンペーンを 2023 年度は通年で実施。 

  【キャンペーンの概要】 

  ・対象期間  第１弾：2022 年８月２日（火）～11 月１日（火） 

         第２弾：2023 年１月４日（水）～３月 31 日（金） 

         第３弾：2023 年４月１日（土）～2024 年３月 31 日（日） 

  ・成   果    キャンペーン期間に 759 名（2023 年５月末現在）の女性が入会し、会

員に占める女性の割合は、キャンペーン開始前と比較して、8.3％

（31.9％→40.2％）上昇。 

 

（２）広報ＰＲ 

  ・ＳＮＳ等を活用したＰＲ動画の配信及びターゲッティング広告等によるＰＲ 

  ・市町村出張相談・会員登録会の拡充 

    （2022 年度：26 市町村 26 回 ⇒ 2023 年度：33 市町村 80 回（予定）） 

   ・企業・団体向けＰＲの強化 

 

２ センター会員のスキルアップによる成婚数の増加 

プロフィール写真撮影のポイント指導やプロによる写真撮影会、ファッションコーデ

ィネートアドバイス、会話術やコミュニケーション力向上等の実践型セミナーを開催。

（男性６回、女性２回） 

 

３ イベントを通じた出会い創出による成婚数の増加 

（１）事業概要 

2023 年度から、センター会員と一般の方との出会いの創出の強化を図るため、市町

村・企業等と連携したイベント（出会いの場）や結婚意識醸成に向けたセミナーの企画

立案などを担う「結婚支援コンシェルジュ」を１名配置。 

  ・配置先   一般社団法人 いばらき出会いサポートセンター 

  ・配置期間  2023 年４月１日～2024 年３月 31 日 

【第１回イベントの概要】 

イベント名：「いばらき DE 恋活 vol.1 恋するフラワーパーク」 

場  所：いばらきフラワーパーク（石岡市） 

開 催 日：2023 年７月９日（日） 

参加人数：40 人（男女 20 人ずつ） 

内  容：園内散策、花摘み、ヒマワリのブーケ作り体験、 

       軽食（デザート・飲み物）、グループトーク・フリートーク 

連携団体：石岡市・小美玉市  
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(２) 年間スケジュール（予定） 
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「いばらき妊娠・子育てほっとライン」における 

ＬＩＮＥ相談窓口の開設について 
 

福祉部子ども政策局少子化対策課 

 

県では、既に実施している電話相談「いばらき妊娠・子育てほっとライン」に加え、誰

もが気軽に相談できるよう、新たに、妊娠や子育てに関する相談のためのＳＮＳ（ＬＩＮ

Ｅ）を活用した相談窓口を、令和５年４月１日から開設した。 

 

１ 相談対応時間 

  ＬＩＮＥによる相談対応は月・火・水・金の13:00～17:00 

  ※電話相談は、上記曜日の10:00～17:00   

 

２ 対象者 

茨城県内に居住する妊産婦、子育て中などで助産師への相談を必要とする方 

 

３ 相談内容 

  授乳や離乳食、子どもの発育や発達に関すること、妊娠に関することなど 

 

４ 使用するＳＮＳツール 

ＬＩＮＥアプリ 

 

５ 相談方法  

ＬＩＮＥアプリから「いばらき妊娠・子育てほっとライン」のアカウントを友だち登

録の後、相談メッセージを送信 

 

６ 相談料 

  無料 

 

【参 考】 

○いばらき妊娠・子育てほっとライン(電話)相談件数の推移 

                            （単位：件） 

 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

相談件数 ３６５ ５３９ ９１２ ８６６ 

 

  ○本年のいばらき妊娠・子育てほっとライン相談実績 

                              （単位：件） 

 ４月 ５月 

ＬＩＮＥ ９ ２３ 

電  話 ５７ ５７ 
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保育所等における不適切保育について 

 

福祉部子ども政策局子ども未来課 

 

 昨年来の保育所等における不適切事案を踏まえ、国が昨年実施した「不適切な保育

への対応の実態を把握するための実態調査」の結果が５月に公表された。 

あわせて、国が「保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイ

ドライン」を策定したため、県においても市町村や保育所等に対し当該ガイドライン

の周知徹底を図り、不適切保育の未然防止に努めていく。 

 

１ 実態調査の主な結果 

               （調査対象期間：2022.4～2022.12） （単位：件） 

主な項目 
保育所 保育所以外 

茨城県 全国 茨城県 全国 

１ 

市町村または県が、不適切

な保育が疑われるとして、

事実確認を行った件数 

３２ １,４９２ ２６ ８７５ 

２ 
不適切な保育の事実が確

認された件数 
９ ９１４ (※) ５ ４２０ 

３ 
虐待の事実が確認された

件数 
０ ９０ ０ ３４ 

  ※保育所以外の不適切な保育の事実が確認された５件は、認可外保育所１件、 

認定こども園４件 

 

 ＜調査結果に係る本県の状況＞ 

  〇 本県における不適切な保育の事案については、子どもへの暴力といった虐待

に該当するような重大な事案はなかった。 

  〇 すべての事案について、県及び市町村による改善指導を実施し、改善済みで

ある。 

  

２ 今後の対応 

  〇 国のガイドラインを市町村及び保育施設等に周知徹底し、不適切保育の未然

防止に努めていく。 

  〇 市町村と事案発生時の対応手順を再度確認するとともに、不適切保育や虐待

等の事案が発生した場合には、市町村と連携し速やかに対応していく。 

- 13 -



①保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン（概要）

「不適切な保育」や「虐待等」の考え方 保育所等、市町村及び都道府県における対応のフローチャート

〔「不適切な保育」や「虐待等」の考え方のイメージ図〕

調査の結果、
・「不適切な保育」の捉え方や
・保育所、自治体における取組・対応に
ばらつきが見られた。

調査結果を踏まえ、
・「不適切な保育」の考え方を明確化
・保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応に関して、保育所等、
各自治体に求められる事項等を整理

虐待 「身体的虐待」、「性的虐待」、「ネグレクト」、
「心理的虐待」に該当する行為

虐待等 「虐待」に加えて「こどもの心身に有害な影響を
与える行為」を含んだ行為
※児童福祉施設設備運営基準第９条の２で禁止される「法第三十三条の十各号に掲

げる行為その他当該児童の心身に有害な影響を与える行為」と同義。

不適切な保育 「虐待等」と疑われる事案※

「望ましくな
い」と考えら
れるかかわり

こどもの人権擁護の観点から「望ましくない」と
考えられるかかわり

（※）これまで「不適切な保育」と全国保育士会の「保育所・認定こども園等における人権擁護のためのセルフチェックリ
スト」の５つのカテゴリー（①子ども一人ひとりの人格を尊重しないかかわり、②物事を強要するようなかかわり・脅迫
的な言葉がけ、③罰を与える・乱暴なかかわり、④一人ひとりの子どもの育ちや家庭環境を考慮しないかかわり、⑤差別
的なかかわり）とを同じものと解していたが、同カテゴリーの中には「不適切な保育」とは言えないものも含まれており、
不適切な保育」の位置づけを見直した。 ２

保育所等

①より良い保育に向けた日々の保育実践の振り返り等

⚫ こどもの人権擁護の観点から「望ましい」と考えられる

かかわりができているかなど振り返りを行う

⚫ 研修等による学びの機会を確保し、「自己評価ガイドラ

イン」の活用や第三者評価等の外部の多様な視点も得て、

保育士・保育教諭の気づきを促す

②「虐待等」に該当するかどうかの確認

こどもの人権擁護の観点から「望ましくない」と考えられる

かかわりに改善が見られない場合や「虐待等」に該当するの

ではないかと思うような事案と感じた場合などに行う

「虐待等」には該当しない

と保育所等として確認

「虐待等」と疑われる事案

（「不適切な保育」）であると

保育所等として確認

⑤さらにより良い保育を

目指す

④市町村等の指導等を踏まえた対応

⚫ 「虐待等」と判断された場合には、行政の指導等を踏

まえた対応

⚫ 「虐待等」と判断されなかった場合にも、より良い保

育の実施に向けた改善策等の対応を講じる

⚫ こども、保護者、職員に対するケアを行う

①未然防止に向けた相談・支援、より良い

保育に向けた助言等

⚫ 巡回支援などを活用し、より良い保育の認識

を保育現場と確認・共有し、各施設の保育の

振り返りを支援

⚫ 幼児教育アドバイザーとの連携など、地域の

実情に応じた保育所等との密なコミュニケー

ション

⚫ キャリアステージに応じた研修の働きかけ等

③事実確認、立入調査
⚫ こどもの状況や事実確認の調査、「虐待等」の行

為類型と具体例に照らし「虐待等」か判断

⚫ 必要に応じて都道府県に情報共有

⑤フォローアップ

④虐待等と判断した場合
⚫ 市町村の組織全体として速やかに事案を共有、国

に情報共有、都道府県とも連携し、改善勧告等を

速やかに行う。

⚫ こども、保護者、職員等に対するケアを行う

相談

市町村、都道府県

③市町村等への相談

虐

待

等

の

事

案

で

は

な

い

と

判

断

②保育所等から相談や通報を受けた場合

迅速に対応方針を協議し、方針を定める（初動対応、

緊急性の判断）

相談・支援

虐待等と疑われる事案(いわゆる「不適切な保育」)

虐待等

この他、こどもの心身に有害
な影響を与える行為

虐
待
●身体的虐待 ●性的虐待
●ネグレクト ●心理的虐待

こどもの人権擁護の観点から望ましくないと考えられるかかわり
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四角形


四角形



認可外保育施設等における重大事故検証報告書について 

 

福祉部子ども政策局子ども未来課 

 

昨年、県内の認可外保育施設において乳児の死亡事故が発生したため、同年８月に

「茨城県認可外保育施設等における重大事故の再発防止のための事後的検証委員会」

を設置し、４回にわたり事故の検証を行った。本年３月に検証委員会から検証結果及

び再発防止策に関する提言を取りまとめた報告書が提出されたため、３月 30 日に検

証報告書を公表した。 

 

１ 事故の概要 

 令和４年７月に県内の認可外保育施設において０歳７か月の男児がうつぶせ 

寝の状態にあり、意識及び呼吸がない状態でいるのを当日勤務していた保育士が発

見し、病院に救急搬送されたが死亡が確認された。警察による司法解剖の結果、本

児の死因は不詳であり、捜査が続いている。 

 なお、事故後に特別立入調査を行い、重大な基準違反の状況を確認したため、当

該施設に対し県が事業停止命令を発出した。 

 

２ 検証委員会の概要 

(1) 検証方法・内容 

   現地調査や関係者へのヒアリングを行い、事実関係を把握し、発生原因の分析

等を行うことにより、必要な再発防止策について検討した。 

(2) 委員会委員 

保育分野の学識経験者、医師、弁護士、豊富な現場経験を持つ保育関係者等５

名で構成 

 

３ 検証報告書において指摘された主な課題と再発防止策 

 (1) 主な課題 

ア 施設における子どもの発育状況や睡眠時の健康状態の確認が不十分であっ

た。 

イ 保育に必要な人員が配置されておらず、過重労働となっていた。 

ウ 市による立入調査は毎年度実施されていたが、形式的な調査となっており、

施設に対する指導監督が不十分であった。 

エ 市は、文書指導に対し施設長が改善する意思を見せないにもかかわらず、改

善勧告に切り替えずに、文書指導を繰り返した。 
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 (2) 再発防止策 

  ア 施設における事故防止の取り組み 

・ 施設は睡眠時の観察を行い、結果の記録を徹底するとともに人員配置基準

を遵守する。 

・ 行政は、立入調査時に、観察記録及び人員配置の確認を徹底する。   

イ 地方自治体による指導監督の徹底 

・ 行政指導では基準違反の状態が改善されない施設に対しては、児童福祉法

に基づく勧告や施設名の公表などの行政処分を迅速に行うなど指導監督の徹

底を図る。 

  ウ 保護者や保育従事者への適切な情報提供 

・ 認可外保育施設に対する指導監査等の結果をホームページにおいて積極的

に公表するとともに、情報更新頻度を増やし、情報提供内容を充実する。 

 

【参考】死亡事故発生施設に対する指導の経緯等 

年月日 市の指導内容 県の指導内容 

～R2 年１回の立入調査を実施 － 

R3.12.21 R3 年度の立入調査を実施 市と合同で巡回支援指導を実施 

R4.2.7 立入調査に基づく指導文書を送

付 

巡回支援指導に基づく指導文書を

送付 

R4.3.16 施設が改善報告書を提出 

→ 改善内容不十分 

施設が改善報告書を提出 

→ 改善内容不十分 

R4.3.28 事前通告なしで県市による特別立入調査を実施 

R4.4.28 立入調査に基づく指導文書を送

付 

－ 

R4.5.27 施設が改善報告書を提出 

→ 改善内容不十分 

－ 

R4.7.25 行政処分を見据えた指導文書を

送付 

－ 

R4.7.30 乳児の死亡事故発生 

R4.8.2 事前通告なしで県市による特別立入調査を実施 

→ 保育従事者不足での営業を確認 

          睡眠時の呼吸チェックの未実施を確認 

R4.8.6 事前通告なしで県市による特別立入調査を実施 

→ 保育従事者不足での営業を確認 

          睡眠時の呼吸チェックの未実施を確認 

R4.8.12 県が施設に対して児童福祉法に基づく事業停止命令を発出 

※ 認可外保育施設の立入調査等については、権限移譲により当該施設が所在する

市が指導監督権限を持つ。 
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 低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分） 

の実施について 

福祉部 子ども政策局 青少年家庭課 

項目 内容 

１ 予 算 額 １５８，８７６千円［予備費］ 

２ 現況・課題  低所得の子育て世帯は、食費等の物価高騰等に直面しており、

実情を踏まえた生活の支援を行う必要がある。 

特に、子育てと仕事を一人で担うひとり親世帯に対しての支援

は急務となっている。 

３ 必要性・ねらい  国が「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」 

として実施する「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支

援特別給付金」のうち、５月末までの支給を求められているひと

り親世帯分を速やかに対象者（町村部）に支給する必要がある。 

４ 事業の内容 

  

【給付金制度の概要】 

（１）給付額 

児童 1人あたり一律５万円 

（２）対象者 

以下のいずれかに該当する低所得のひとり親家庭 

① 令和５年３月分の児童扶養手当受給者 

② 公的年金等を受給していることにより、令和５年３月

分の児童扶養手当を受給していない者 

③ 物価高騰の影響を受けて家計が急変するなど、収入が

児童扶養手当受給者と同じ水準になっている者 

 

※ 県内児童扶養手当受給者数（令和５年２月末現在） 

市：20,005 人、町村：1,736 人、合計：21,741 人 

 

（３）支給時期 

   ①の対象者  ：５月 25 日に支給ずみ（申請不要） 

  ②、③の対象者：６月以降順次支給（要申請） 

 

【予算額】１５８，８７６千円 

   内訳：給付金１５６，１５０千円、事務費２，７２６千円 

   ＊県では町村分を予算化。市分は各市で予算化。 

 

【財源】令和５年度（令和４年度からの繰越分）新型コロナウイ

ルス感染症セーフティネット強化交付金（国 10/10） 

５ 参考事項 〇過去の給付金の支給状況（児童扶養手当受給者等に対する支給） 

令和２年８月、１２月：１世帯あたり５万円 

（第２子以降児童 1 人あたり３万円加算） 

令和３年４月：児童１人あたり５万円 

令和４年３月：児童１人あたり５万円（県独自事業） 

令和４年６月：児童１人あたり５万円 

令和４年１１月：児童１人あたり５万円（県独自事業） 
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食料品等の物価の高騰による支出の増加の影響を受ける、児童扶養手当を受給しているな
どの低所得のひとり親世帯に対し、国交付金を財源に特別給付金（児童１人あたり５万円）
を支給します。

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）

福祉部子ども政策局青少年家庭課

青少年・母子福祉Ｇ（029-301-2183）【予算額（予備費） １５９百万円】

１ 対象者

① 令和５年３月分の児童扶養手当受給者（申請不要）
② 公的年金等を受給していることにより、令和５年３月分の児童扶養手当を受給していない

方（要申請）
③ 物価高騰の影響を受けて家計が急変するなど、収入が児童扶養手当受給者と同じ水準に

なっている方（要申請）

２ 給付額

児童１人当たり一律５万円

３ 実施主体

県(町村部居住者)
市(市部居住者)

５ 財源

令和５年度（４年度からの繰越分）新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

４ 給付時期

対象者① ５月25日支給ずみ
対象者②・③ ６月以降支給

- 18 -



指定管理者の更新について（茨城県立あすなろの郷） 

福祉部障害福祉課 
 

１ 施設の概要 

（１）名  称  茨城県立あすなろの郷（以下「あすなろの郷」という。） 

（２）所 在 地  水戸市杉崎町１４６０番地 

（３）設置目的  障害者総合支援法に基づく障害者支援施設と児童福祉法に基づく 

         障害児入所施設として、障害者（児）の日常生活に必要な介護や 

         医療を提供するとともに、生活自立に向けた総合的な支援を提供 

         する。 

（４）設置根拠  社会福祉施設等の設置及び管理に関する条例（昭和３９年茨城県

条例第１０号） 
（５）施設の概要 管理棟、居住棟など 

         敷地面積 665,451 ㎡ 

         延床面積 29,794 ㎡ 

 

２ 指定管理業務の内容 

（１）あすなろの郷の維持管理に関する業務 

（２）あすなろの郷の運営に関する業務 

（３）その他あすなろの郷の管理上必要と認められる業務  

（４）茨城県立心身障害者施設診療料等徴収条例に規定する使用料及び手数料の 

徴収に関する業務 

 

３ 指定管理期間の設定 

  １年間（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

 

４ 指定管理者の選定方法 

  非公募により選定する。 

 

５ 指定管理期間の設定及び選定方法について 

  指定管理期間については、現在、施設の再編整備を進めているところであり、 

 令和７年度に新施設の供用開始及び新体制への移行を予定していることから、 

 指定管理期間を１年とする。 

  指定管理者の選定方法については、現在の指定管理者が継続して新体制への 

 移行に向けた準備を進めることが効率的・効果的であることから非公募とする。 

 

６ 選定委員会の設置 

  外部有識者等を含む選定委員会を設置し、審査を行う。 

 

７ 指定管理者更新スケジュール（予定） 

 ・ 申請受付（７月～９月：２ヶ月程度） 申請書の受理 

 ・ 選定（９月～１０月）        選定委員会の開催 

 ・ 指定管理者の指定（１２月）     議会での議決、県報への公示 

 ・ 基本協定の協議、締結（１月～３月） 

 

［参考］ 

  現在の指定管理者：社会福祉法人 茨城県社会福祉事業団 

  現在の指定管理期間：平成３１年４月１日～令和６年３月３１日（５年間） 
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指定管理者の更新について（茨城県立青少年会館） 
 

福祉部子ども政策局青少年家庭課 

 

１ 施設の概要 

（１）名  称  茨城県立青少年会館（以下「青少年会館」という。） 

（２）所 在 地  水戸市緑町１－１－18 

（３）設置目的  青少年、青少年関係者及びこれらの団体の福祉を増進する目的を 

もって、その利用に供する。 

（４）設置根拠  茨城県立青少年会館の設置及び管理に関する条例（昭和 55 年 

茨城県条例第 1 号） 

（５）施設の概要 鉄筋コンクリート ４階建（一部地下１階） 

         敷地面積：4,263.20 ㎡ 

 延床面積：2,852.73 ㎡ 

      施設内容：大研修室、中研修室、小研修室、特別研修室、 

交流サロン「アイルーム」等  

    

２ 指定管理業務の内容 

（１）青少年会館の利用に関する業務 

（２）青少年会館の維持管理に関する業務 

（３）青少年健全育成に係る事業の実施に関する業務 

（４）その他青少年会館の管理上必要と認められる業務  

 

３ 指定管理期間の設定  

  ５年間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

４ 指定管理者の選定方法 

  公募により選定する。 

 

５ 指定管理期間の設定及び選定方法について 

指定管理期間については、青少年団体の活動の拠点であり、中長期的に事業を実 
施するとともに、研修室の利用について安定的な管理運営が必要となることから、

前回の指定管理期間と同様の５年間とする。 
指定管理者の選定方法については、選定の公平性及び透明性を確保する観点から、

公募により選定する。 
 

６ 選定委員会の設置 

  外部有識者等を含む選定委員会を設置し、審査を行う。 

 

７ 指定管理者更新スケジュール（予定） 

 ・ 公募（７月～９月：２ヶ月程度） 募集要項等の公告、現地説明会、申請受付 

 ・ 選定（９月～１１月）      選定委員会の設置、審査 

 ・ 指定管理者の指定（１２月）   議会での議決、県報への公示 

 ・ 基本協定の協議、締結（１月～３月） 
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８ その他（宿泊事業の終了） 

宿泊事業（偕楽園ユースホステル）については、利用者が大幅に落ち込み、コロナ

前の半数程度の利用人数に留まっている。また、成人利用が利用者の多くを占

め、青少年の利用割合が少ない状況が続いている。 

利用率の乖離が大きく、収支面で収益を確保することが非常に困難な状況にあ

るため、現指定管理期間（R6.3）をもって終了を予定している。 

 

（参考１）研修室・宿泊室の利用状況  
H19 

(ピーク時) 

R1 

(コロナ前) 

R2 R3 R4 

 

研修室 3,290 件 2,312 件 1,277 件 1,550 件 2,051 件 

(利用率) 43.6% 33.4% 20.9% 24.7% 28.2% 

宿泊室 5,741 人 2,972 人 626 人 734 人 1,559 人 

(利用率) 29.3% 15.8% 3.6% 4.6% 8.5％ 

 

（参考２）区分別宿泊利用者数  
R1 

(コロナ前) 

R2 R3 R4 

青少年等 
1,125 人 135 人 238 人 381 人 

37.9％ 21.6％ 32.4％ 24.4％ 

一般 
1,847 人 491 人 496 人 1,178 人 

62.1％ 78.4％ 67.6％ 75.6％ 

計 
2,972 人 626 人 734 人 1,559 人 

100％ 100％ 100％ 100％ 

※青少年等：児童生徒（小中学生）、青年等（25歳未満）及び青少年関係者 

 

［参考］ 

現在の指定管理者 ：ユース・アイマネージメントグループ 

（構成団体（公社）茨城県青少年育成協会、株式会社アメニティ・ジャパン） 

現在の指定管理期間：平成３１年４月１日～令和６年３月３１日（５年間） 
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指定管理の更新について（ラーク・ハイツ） 

 
福祉部子ども政策局青少年家庭課 

 
１ 施設の概要 

（１）名  称   ラーク・ハイツ  
（２）設置目的   児童福祉法に基づく母子・父子福祉センターと母子生活支援施設 

を併置した母子福祉の総合施設であり、母子家庭の自立促進の支 
援を行う。 

（３）設置根拠   社会福祉施設等の設置及び管理に関する条例（昭和３９年茨城県

条例第１０号） 
（４）施設の概要  本館（鉄筋コンクリート２階建） 
          敷地面積：5,053.55㎡ 

          延床面積：1,921.93㎡ 

                    施設内容：母子室、保育室、調理室、浴室、会議室兼技能取得室、 
事務室、宿泊室 等 

 
２ 指定管理業務の内容 

（１）母子生活支援施設の管理運営に関する業務 
（２）母子・父子福祉センターの管理運営に関する業務 
 
３ 指定管理期間の設定 

  ５年間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 
 
４ 指定管理者の選定方法 

  公募により選定する。 
 
５ 指定管理期間の設定及び選定方法について 

  指定管理期間については、長期的な視点で経費の削減やサービスの向上を図るため、 
前回の指定管理期間と同様の５年間とする。 
 指定管理者の選定方法については、選定の公平性及び透明性を確保する観点から 
公募により選定する。 
 

６ 選定委員会の設置 

  外部有識者等を含む選定委員会を設置し、審査を行う。 
 
７ 指定管理者更新スケジュール（予定） 

 ・公募（７～９月：２ヶ月程度）   募集要項等の広告、現地説明会、申請受付 
 ・選定（９～１１月）        選定委員会の設置、審査 
 ・指定管理者の指定（１２月）    議会での議決、県報への公示 
 ・基本協定の協議、締結（１～３月） 
 
［参考］ 
  現在の指定管理者 ：社会福祉法人 茨城県母子寡婦福祉連合会 会長 境 洋子  
  現在の指定管理期間：平成３１年４月１日～令和６年３月３１日（５年間） 
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 福祉部資料２  

 

令和５年第２回定例会 

保健福祉医療委員会資料 

 

〔議案関係〕 

１ 第８２号議案 令和５年度茨城県一般会計補正予算（第１号） 

  第９８号議案 令和５年度茨城県一般会計補正予算（第２号）・・・・ ２ 

 

 

２ 第８７号議案 

民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例・・・・・・・ １０ 

 

３ 第８９号議案 

工事請負契約の締結 

（県立あすなろの郷セーフティネット本棟新築工事）・・・・・・ １４ 

 

４ 第９０号議案 

工事請負契約の締結 

（県立あすなろの郷セーフティネット本棟新築電気設備工事）・・・１５ 

 

５ 第９１号議案 

工事請負契約の締結 

（県立あすなろの郷セーフティネット本棟新築空調設備工事）・・・１６ 

 

 

 

 

 

 
 

令和５年６月１６日 

福 祉 部 

- 1 -



第 82・98 号議案        
令和５年度 茨城県一般会計補正予算（第１号・２号） 

 

 

○ 一般会計補正予算（福祉部分） 

 
【今回分】                          （単位：千円） 

事項 予算額 特定財源種目金額 一般財源 

福祉部 計 

1,511,434  

 （1,396,534） 

（114,900） 

1,511,233  

(1,396,534) 

（114,699） 

201   

(－)  
(201)  

  ※括弧書きの上段は第１号分、下段は第２号分。 

 

 

【歳出項目別】                                                （単位：千円） 

款  名 

  項  名 

補正前の額 

（Ａ） 

今回補正額 

（Ｂ） 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

７ 福祉費 

126,163,330  

 

 

1,396,534 

(1,396,534) 

(－) 

127,559,864  

 

 

 ２ 生活保護費 

4,982,841  

 

 

2,790 

(2,790) 

(－) 

4,985,631  

 

 

 ３ 障害福祉費 

35,941,345  

 

 

293,385  

(293,385) 

(－) 

36,234,730  

 

 

 ４ 長寿福祉費 

42,113,590  

 

 

1,010,344  

(1,010,344) 

(－) 

43,123,934  

 

 

 ５ 児童福祉費 

40,655,827  

 

 

90,015  

(90,015) 

(－) 

40,745,842  

 

 

16 災害復旧費 

－  

 

 

114,900  

(－) 

(114,900) 

114,900  

 

 

 
３ 公共施設等 

  災害復旧費 

－  

 

 

114,900  

(－) 

(114,900) 

114,900  

 

 

  ※括弧書きの上段は第１号分、下段は第２号分。 
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○ 一般会計補正予算に係る福祉部の事業 

 【物価高騰対策支援関連事業】 

・ 保護施設物価高騰対策支援事業（第１号）   2,790 千円 

・ 介護施設等物価高騰対策支援事業（第１号）   1,010,344 千円 

・ 障害者施設物価高騰対策支援事業（第１号） 293,385 千円 

・ 幼児教育・保育施設物価高騰対策支援事業（第１号）   78,639 千円 

・ 児童養護施設等物価高騰対策支援事業（第１号） 11,376 千円 

 

 【社会福祉施設災害復旧事業】 

・ 高齢者福祉施設等災害復旧事業（第２号）   24,900 千円 

・ 障害福祉施設等災害復旧事業（第２号） 15,000 千円 

・ 児童福祉施設等災害復旧事業（第２号） 75,000 千円 
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第 82 号議案 

 
主要事業等の概要（案） 

 
福祉部福祉政策課・長寿福祉課・障害福祉課・子ども未来課・青少年家庭課 

事業名又は議案の 

名 称 

福祉施設等物価高騰対策支援関連事業【新規】 

私立学校等物価高騰対策支援関連事業【新規】 

 

 事業名：保護施設物価高騰対策支援事業（福祉政策課） 

     介護施設等物価高騰対策支援事業（長寿福祉課） 

     障害者施設物価高騰対策支援事業（障害福祉課） 

     幼児教育・保育施設物価高騰対策支援事業（子ども未来課） 

     児童養護施設等物価高騰対策支援事業（青少年家庭課） 

１ 予 算 額 １，３９６，５３４千円 
 
事業ごとの予算額 

  保護施設物価高騰対策支援事業：    2,790 千円 

  介護施設等物価高騰対策支援事業：1,010,344 千円 

  障害者施設物価高騰対策支援事業：  293,385 千円 

  幼児教育・保育施設物価高騰対策支援事業：   78,639 千円 

  児童養護施設等物価高騰対策支援事業：   11,376 千円 

 
２ 現況・課題 福祉施設事業者等においては、エネルギー価格の高騰により、

光熱費等の負担が増大している。 
 

３ 必要性・ねらい 上記のような環境下において、健全な施設運営を図るため、光

熱費等の負担が増大している福祉施設事業者等に対して支援を

行う。 

４ 事業の内容 

  

（１） 事業概要 

  光熱費等の高騰による負担を軽減するための支援金の支給 

 

（２） 対象経費 

  高齢者・障害者施設・児童養護施設等の光熱費等の高騰分 

 

（３） 支給額 

  支給額 ＝ Ｒ３光熱費等 × 17％（物価上昇率）×  

1/2（6 か月分）× 1/2（補助率） 

 

（４） 対象数 

 ① 高齢者施設  4,121 施設 

   （内訳：入所施設 1,195 施設、通所事業所：1,174 施設、 

       訪問事業所 1,752 施設） 

 ② 障害者施設  2,915 施設 

   （内訳：入所施設 445 施設、通所事業所：1,789 施設、 

       訪問事業所 681 施設） 

 ③ 児童養護施設等  37 施設、里親 150 組 

   （内訳：児童養護施設等 24 施設、 
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自立援助ホーム・ファミリーフォーム 13 施設、 

里親 150 組） 

 ④ 保護施設(救護施設) ５施設 

 ⑤ 私立幼稚園等 1,033 施設 

   （内訳：私立幼稚園 112 施設、私立保育所 342 施設、私立

認定こども園149施設、地域型保育施設145施設、

認可外保育施設 285 施設） 

５ 参考事項 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用 
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エネルギー価格の高騰により増大する施設の負担を軽減し、健全な施設運営を図るため、
光熱費等の負担が増大している福祉施設事業者等に対して支援を行います。

福祉施設等物価高騰対策支援関連事業（新規）

令和５年度 ６月補正予算案

【Ｒ5.6月補正予算額 1,318百万円】

福祉部福祉政策課保護Ｇ （029-301-3164）

長寿福祉課介護保険指導・監査Ｇ（029-301-3343）

障害福祉課自立支援Ｇ （029-301-3363）

青少年家庭課児童育成Ｇ （029-301-3258）

１ 高齢者施設

支給先：高齢者施設等
対象数：４，１２１施設

（1,011百万円）

【事業概要】光熱費等の高騰による負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】高齢者・障害者施設・児童養護施設等の光熱費等の高騰分
【積算方法】支給額 ＝ Ｒ３光熱費等 × 17％（物価上昇率）× 1/2（6か月分）× 1/2

支給先：障害者施設等
対象数：２，９１５施設

支給先：児童養護施設・里親等
対象数：３７施設、

里親１５０組

３ 児童養護施設等 （11百万円）

支給先：保護施設（救護施設）
対象数：５施設

４ 保護施設（救護施設） （3百万円）２ 障害者施設 （293百万円）
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エネルギー価格の高騰により増大する私立学校等の負担を軽減し、健全な学校経営の
維持を図るため、光熱費等の負担が増大している私立学校等に対して支援を行います。

私立学校等物価高騰対策支援関連事業（新規）

令和5年度 6月補正予算案

【Ｒ5.6月補正予算額 116百万円】

総務部総務課私学振興室 （029-301-2249）

保健医療部医療局医療人材課人材育成G （029-301-3151）

福祉部子ども政策局子ども未来課保育G （029-301-3243）

１ 私立高等学校等
補助先：私立小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、専修学校、各種学校を

設置する学校法人
対象数：53法人86校

（35百万円）

２ 医療関係職種養成所
補助先：看護師等養成所・その他医療関係職種養成所※を設置する法人

（上記１の対象法人を除く）
※理学療法士課程、言語聴覚士課程、歯科衛生士課程、歯科技工士課程

対象数：16法人16校

（3百万円）

【事業概要】光熱費等の高騰による私立学校等の負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】各学校・養成所・幼稚園等の光熱費等の高騰分
【積算方法】支給額 ＝ Ｒ３光熱費等 × 17％（物価上昇率）× 1/2(6か月分) × 1/2

３ 私立幼稚園・保育所等

補助先：幼稚園・保育所・認定こども園・地域型保育施設・認可外保育施設を
設置する法人及び個人（公立を除く）

対象数：685法人1,033施設

（78百万円）
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第 98 号議案 

 

主要事業等の概要（案） 

 

福祉部 長寿福祉課、障害福祉課、子ども未来課 
 

事業名又は議案の 

名 称 

社会福祉施設災害復旧事業【新規】 

 

事業名：高齢者福祉施設等災害復旧事業（長寿福祉課） 

     障害福祉施設等災害復旧事業（障害福祉課） 

     児童福祉施設等災害復旧事業（子ども未来課） 

     
１ 予 算 額  １１４,９００千円 

 

事業名：高齢者福祉施設等災害復旧事業：24,900 千円 

     障害福祉施設等災害復旧事業：15,000 千円 

     児童福祉施設等災害復旧事業：75,000 千円 

２ 現況・課題 
令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号により、社会福祉施

設が被災したため早急な復旧が求められている。 

３ 必要性・ねらい 
被災した幼児教育・保育施設、高齢者施設、障害者施設に対し、

災害復旧事業に要する費用の一部を助成することにより、災害から

の早急な復旧を図る。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

（１）事業概要 

   災害復旧事業に要する費用の一部を助成する 

 

（２）対象経費 

   災害復旧に要する経費 

 

（３）補助率 

   国：４分の２、県：４分の１、設置者：４分の１ 

 

（４）対象施設数 

   ①幼児教育・保育施設 14 施設 

   ②高齢者施設 ２施設 

   ②障害者施設 ３施設 

    

（５）事業フロー 

    協議書の提出（設置者）→取りまとめ（県） 

→現地調査・検査（国）→交付決定（県） 

→実績報告の提出（設置者）→補助金交付（県） 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 
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被災した社会福祉施設に対し、災害復旧事業に要する費用の一部を助成することに
より、災害からの速やかな復旧を図り、施設入所者等の福祉を確保します。

社会福祉施設災害復旧事業（新規）

令和5年度 ６月補正予算案

【Ｒ5.6月補正予算額 115百万円】
福祉部子ども政策局子ども未来課保育Ｇ（029-301-3243）

同 長寿福祉課介護基盤整備Ｇ （029-301-3321）

同 障害福祉課自立支援Ｇ (029-301-3363)

〇幼児教育・保育施設
・対象数：14施設
・補助率：国1/2、県1/4、設置者1/4
・補助金額：75百万円

〇高齢者施設
・対象数：２施設
・補助率：国1/2、県1/4、設置者1/4
・補助金額：25百万円

〇障害者施設
・対象数：３施設
・補助率：国1/2、県1/4、設置者1/4
・補助金額：15百万円

【被害例】
特別養護老人ホーム等において、屋根が破損し、

建物内部が水浸しとなり、運営に支障が生じた

【被害例】
放課後等デイサービス等において、床上浸水し、

１週間営業不可となった

【被害例】
幼保連携型認定こども園において、床上浸水

し、臨時休園となった
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第 87 号議案 

条 例 （案） の 概 要 

 

福祉部福祉政策課 

条例の名称 

 

民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例【一部改正】 

 

１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

民生委員法第４条第１項の規定に基づき、市町村の区域ごと

に厚生労働大臣の定める基準を参酌して定める民生委員の定数

を見直すため、所要の改正を行うもの。 

２ 制定（改正） 

 の目的 

民生委員の定数と現員数との乖離の是正のため、定数を見直

す。 

３ 背景・必要性 長期欠員状態になった地区について定数を見直し、民生委員

の定数と現員数との乖離を是正する必要がある。 

４ 内 容 前回の条例改正（R4.12.1 施行）において定数を削減した長期

欠員状態にあった地区等について、候補者が見つかった土浦市

等７市の定数増及び新たに長期欠員状態となった地区のある東

海村の定数減を行う。 

 

市町村 改正後 現行 増減 

土浦市 240 239 ＋１ 

古河市 226 225 ＋１ 

竜ケ崎市 119 118 ＋１ 

取手市 192 191 ＋１ 

潮来市 73 72 ＋１ 

筑西市 217 216 ＋１ 

小美玉市 89 88 ＋１ 

東海村 61 62 △１ 

計 1,217 1,211 ＋６ 
 

５ 効果・影響 地域の実状を的確にとらえ、住民に対するサービスを適切に

行うために必要な民生委員の定数を定める。 

６ 施行日 令和５年１２月１日 

７ 参考事項 ①委嘱権者：厚生労働大臣 
※県知事は、各市町村に置かれる民生委員推薦会から推薦を

受けた候補者について、県社会福祉審議会の諮問を経て、厚

生労働大臣へ推薦する。 
②任期：３年 
③定数（水戸市を除く県全体）：現  行 ４，８７６人 

改正後 ４，８８２人 
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民生委員の定数を定める条例新旧対照表 

改正案 現行 

○民生委員の定数を定める条例 ○民生委員の定数を定める条例 

平成 27 年 3 月 26 日 平成 27 年 3 月 26 日 

茨城県条例第 15 号 茨城県条例第 15 号 

民生委員の定数を定める条例を公布する。 民生委員の定数を定める条例を公布する。 

民生委員の定数を定める条例 民生委員の定数を定める条例 

民生委員法(昭和 23 年法律第 198 号)第 4 条第 1 項の条例で定める

民生委員の定数は，次の表のとおりとする。 

民生委員法(昭和 23 年法律第 198 号)第 4 条第 1 項の条例で定める

民生委員の定数は，次の表のとおりとする。 

 

市町村 定数(人) 

日立市 355 

土浦市 240 

古河市 226 

石岡市 163 

結城市 98 

竜ケ崎市 119 

下妻市 82 

常総市 106 

常陸太田市 141 

高萩市 59 

北茨城市 94 

笠間市 151 

 

市町村 定数(人) 

日立市 355 

土浦市 239 

古河市 225 

石岡市 163 

結城市 98 

竜ケ崎市 118 

下妻市 82 

常総市 106 

常陸太田市 141 

高萩市 59 

北茨城市 94 

笠間市 151 
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取手市 192 

牛久市 123 

つくば市 285 

ひたちなか市 245 

鹿嶋市 97 

潮来市 73 

守谷市 96 

常陸大宮市 140 

那珂市 105 

筑西市 217 

坂東市 89 

稲敷市 108 

かすみがうら市 87 

桜川市 100 

神栖市 133 

行方市 91 

鉾田市 111 

つくばみらい市 78 

小美玉市 89 

茨城町 62 

大洗町 39 

城里町 50 

東海村 61 

取手市 191 

牛久市 123 

つくば市 285 

ひたちなか市 245 

鹿嶋市 97 

潮来市 72 

守谷市 96 

常陸大宮市 140 

那珂市 105 

筑西市 216 

坂東市 89 

稲敷市 108 

かすみがうら市 87 

桜川市 100 

神栖市 133 

行方市 91 

鉾田市 111 

つくばみらい市 78 

小美玉市 88 

茨城町 62 

大洗町 39 

城里町 50 

東海村 62 
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大子町 81 

美浦村 29 

阿見町 82 

河内町 23 

八千代町 50 

五霞町 20 

境町 48 

利根町 44 

 

 

大子町 81 

美浦村 29 

阿見町 82 

河内町 23 

八千代町 50 

五霞町 20 

境町 48 

利根町 44 
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第 89 号議案 

提 出 議 案 の 概 要 

 
福祉部 障害福祉課 

議案の名称 

 
 工事請負契約の締結（県立あすなろの郷セーフティネット本棟 

新築工事） 
１ 予 算 額 ４，４７０，０４８千円（契約額） 

２ 現況・課題 

３ 必要性・ねらい 

・ 昭和４８年に開設されたあすなろの郷は、施設の老朽化・狭

隘化が進んでいる。 
・ そこで、県と民間事業者との役割分担の考え方に基づき、県

は、民間事業者が提供する障害者支援施設等の利用が困難な重

度の障害がある方への支援に特化した「セーフティネット棟」

を整備する。 
  

４ 内  容 

  

 県立あすなろの郷セーフティネット本棟新築工事について、次

により請負契約を締結しようとするもの 
 

(1) 契約相手方 

  坪井・コスモ・大貫特定建設工事共同企業体 

  代表者 

水戸市城南１丁目７番 27 号 

坪井工業株式会社 

代表取締役社長 坪井 晴雅 

代理人 

茨城支店支店長 神原 哲哉 

(2) 契約額 

   ４，４７０，０４８千円 

(3) 工事の概要 

 ア 工 事 名 県立あすなろの郷セーフティネット本棟新築

工事 

 イ 工事場所 水戸市杉崎町地内 

 ウ 構造規模 地上２階建て・RC 造一部 S 造 

 エ 面  積 13,195.29 ㎡ 

 オ 工  期 令和５年６月から令和７年３月まで 
 

※本定例会では、別にセーフティネット本棟の電気設備工事・空

調設備工事の契約締結の議案を上程している。 
 

 
５ 参考事項 

  

【スケジュール】 

2021 年度 

（R3） 

2022 年度 

（R4） 

2023 年度 

（R5） 

2024 年度 

（R6） 

2025 年度 

（R7） 

基本設計 実施設計 工事 供用開始 
 

【あすなろの郷の概要】 

・所 在 地：水戸市杉崎町 

・開  設：昭和 48 年 

・入所定員：障害者支援施設462名、医療型障害児入所施設・療養介護事業所 40名 
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第 90 号議案 

提 出 議 案 の 概 要 

 
福祉部 障害福祉課 

議案の名称 

 
 工事請負契約の締結（県立あすなろの郷セーフティネット本棟 

新築電気設備工事） 
１ 予 算 額 １，０９６，０６２千円（契約額） 

２ 現況・課題 

３ 必要性・ねらい 

・ 昭和４８年に開設されたあすなろの郷は、施設の老朽化・狭

隘化が進んでいる。 
・ そこで、県と民間事業者との役割分担の考え方に基づき、県

は、民間事業者が提供する障害者支援施設等の利用が困難な重

度の障害がある方への支援に特化した「セーフティネット棟」

を整備する。 
  

４ 内  容 

  

 県立あすなろの郷セーフティネット本棟新築電気設備工事に

ついて、次により請負契約を締結しようとするもの 
 

(1) 契約相手方 

  イガラシ・共栄通信特定建設工事共同企業体 

  代表者 

日立市幸町２丁目８番６号 

イガラシ綜業株式会社 

代表取締役 五十嵐 則夫 

(2) 契約額 

   １，０９６，０６２千円 

(3) 工事の概要 

 ア 工 事 名 県立あすなろの郷セーフティネット本棟新築

電気設備工事 

 イ 工事場所 水戸市杉崎町地内 

 ウ 構造規模 地上２階建て・RC 造一部 S 造 

 エ 面  積 13,195.29 ㎡ 

 オ 工  期 令和５年６月から令和７年３月まで 

  

※本定例会では、別にセーフティネット本棟の新築工事・空調設

備工事の契約締結の議案を上程している。 
 

 
 

５ 参考事項 

  

【スケジュール】 

2021 年度 

（R3） 

2022 年度 

（R4） 

2023 年度 

（R5） 

2024 年度 

（R6） 

2025 年度 

（R7） 

基本設計 実施設計 工事 供用開始 
 

【あすなろの郷の概要】 

・所 在 地：水戸市杉崎町 

・開  設：昭和 48 年 

・入所定員：障害者支援施設462名、医療型障害児入所施設・療養介護事業所 40名 
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第 91 号議案 

提 出 議 案 の 概 要 

 
福祉部 障害福祉課 

議案の名称 

 
 工事請負契約の締結（県立あすなろの郷セーフティネット本棟 

新築空調設備工事） 

１ 予 算 額 ９１８，１８１千円（契約額） 

２ 現況・課題 

３ 必要性・ねらい 

・ 昭和４８年に開設されたあすなろの郷は、施設の老朽化・狭

隘化が進んでいる。 
・ そこで、県と民間事業者との役割分担の考え方に基づき、県

は、民間事業者が提供する障害者支援施設等の利用が困難な重

度の障害がある方への支援に特化した「セーフティネット棟」

を整備する。 
  

４ 内  容 

  

 県立あすなろの郷セーフティネット本棟新築空調設備工事に

ついて、次により請負契約を締結しようとするもの 
 

(1) 契約相手方 

  暁飯島・清和特定建設工事共同企業体 

  代表者 

水戸市千波町 2770 番地の５ 

暁飯島工業株式会社 

代表取締役 植田 俊二 

(2) 契約額 

   ９１８，１８１千円 

(3) 工事の概要 

 ア 工 事 名 県立あすなろの郷セーフティネット本棟新築

空調設備工事 

 イ 工事場所 水戸市杉崎町地内 

 ウ 構造規模 地上２階建て・RC 造一部 S 造 

 エ 面  積 13,195.29 ㎡ 

 オ 工  期 令和５年６月から令和７年３月まで 

 
 

※本定例会では、別にセーフティネット本棟の新築工事・電気設

備工事の契約締結の議案を上程している。 
 

 
５ 参考事項 

  

【スケジュール】 

2021 年度 

（R3） 

2022 年度 

（R4） 

2023 年度 

（R5） 

2024 年度 

（R6） 

2025 年度 

（R7） 

基本設計 実施設計 工事 供用開始 
 

【あすなろの郷の概要】 

・所 在 地：水戸市杉崎町 

・開  設：昭和 48 年 

・入所定員：障害者支援施設462名、医療型障害児入所施設・療養介護事業所 40名 
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茨城県立あすなろの郷セーフティネット棟

■建設スケジュール
　2021年度  ⇢   2022年度  ⇢   2023年度  ⇢   2024年度  ⇢   2025年度
　基本設計　　  実施設計　　 　着 工　　　　竣 工 　　　供用開始

■建物概要

茨 城 県 福 祉 部 障 害 福 祉 課

2025年度の供用開始を
目指して・・・
1973年開設のあすなろの郷では、築後約50
年が経過して施設の老朽化が進行している
ことから、新たにセーフティネット棟を建
設します。
県は、民間事業者が提供する障害者支援施
設等の利用が困難な重度の障害がある方　
の支援に特化し、セーフティネットの役割
を担います。

　  工事は2工区に分割して施工します。
工区①セーフティネット本棟（病院・医療ケア支援）
　　　▶上図（鳥瞰図）手前側の低敷地部分
　　　［構　　造］地上２階建・RC造一部S造
　　　［延床面積］約13,200㎡
工区②セーフティネットA寮棟他（強度行動障害者支援）
 　　　▶上図（鳥瞰図）奥側の高敷地部分
　　　［構　　造］地上１階建・ 木造
　　　［延床面積］約5,300㎡

鳥瞰図（イメージ）

本棟入口（イメージ）

寮棟共用部（イメージ）

※支援区分６かつ強度行動障害のある方もしくは医療的ケアが必要な方

※
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　入所：   45名
　短期入所：5名
　合計：   50名

　Ｄ寮：   40名
　Ｅ寮：   40名
　合計：   80名

　Ａ寮：   40名
　Ｂ寮：   40名
　Ｃ寮：   40名
　合計：120名

茨城県立あすなろの郷セーフティネット棟・基本方針／設計コンセプト

茨城県福祉部障害福祉課（企画担当）
〒310-8555 茨城県水戸市笠原町978-6　☎(029)301-3357

2 0 2 3 年 6 月

〜 敷 地 の 高 低 差 を 活 用 し た 合 理 的 な 配 置 計 画 〜

■敷地高低差を活用し、アクセスしやすい1階に地域利用のある病院・福祉（通所）機能を集約

［ セ ー フ テ ィ ネ ッ ト 本 棟 ］［セーフティネットA寮棟他］

障害者支援施設

■2階レベルに居住空間を分散配置することで明確に機能を分け、利用者が安心して生活できる場を実現

［
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
本
棟
］

［
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
Ａ
寮
棟
他
］

【施設区分】　【工区区分】　【対象区分】　【寮区分】

病院兼医療型障
害児入所施設兼
療養介護事業所

セーフティネット
Ａ寮棟他

セーフティネット
本棟

強度行動障害が
ある障害者

重症心身障害児
(者)等

医療的ケアが必
要な障害者

本棟共用部（イメージ）

寮棟渡り廊下（イメージ）
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県出資団体等改革工程表  
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令和５年６月１６日  
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改革工程表２（年度別実行計画）

改革方針

【 １　今後の団体のあり方　】

（１）中期経営計画に基づく運営

（２）効果的・効率的な運営

　① 利用者ニーズに対応した適切なサービ
スの提供

　② 一般管理費の削減

令和5年度

（社福）茨城県社会福祉事業団 福祉部障害福祉課

理事長、常務理事
福祉部長、障害福祉課長

総務部長、出資団体指導監

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

団体(会計)名及び部局・課名

改 革 遂 行 責 任 者

第３次中期経営計画に基づき、効果
的・効率的な運営を行う。

専門性の高い人材を育成するととも
に、在宅者を含む障害者のニーズに対
応した専門的かつ適切なサービスを提
供する。

本部事務局の事務費の毎年５％コス
トカット運動を推進する。

あすなろの郷の指定管理期間（R１～R５年度）

募集要件等について検討

第３次中期経営計画に基づく削減 【本部事務局の事務費について、毎年５％コストカット運動の実施】

経営委員会による評価・進行管理

第３次中期経営計画（計画期間：R１～R５年度）

利用者の重度化・高齢化を踏まえ、専門性の高い人材の育成とともに利用者ニーズに対応した専門的かつ適切なサービスの提供

次期中期経営計画
の策定

次期指定管理者の募集

第３次中期経営計画に基づく運営

［経営委員会による評価・

進行管理の実施］

［先進施設への職員派遣や

専門的分野の研修を実施

するとともに、専門的か

つ適切なサービスを提供］

［Ｈ３０当初予算比5.0％減］

［経営委員会による評価・

進行管理の実施］

［専門知識・技術習得のた

めの研修を実施、利用者

ニーズに合わせた専門的

かつ適切なサービスを提

供］

［Ｒ１当初予算比5.0％減］

［経営委員会による評価・

進行管理の実施］

［専門性を高めるため、
外部研修への職員派遣や
専門研修を実施。在宅者
向けの動画配信やリモー
ト支援を行うなどニーズ
に応じたサービスを提供］

［Ｒ２当初予算比5.0％減］

［経営委員会による評価・

進行管理の実施］

［Ｒ３当初予算比5.0％減］

［効果的・効率的な支援を
実施するため、専門研修
への職員派遣や勉強会を
実施。障害特性に応じた
専門的かつ適切なサービ
スを提供］

- 2 -



改革工程表２（年度別実行計画）

改革方針

【２　県関与の見直し　】

　○　県費負担の適正化

【 ３　将来の課題への対応  】

　○　県立施設としての適正な運営規模の
検討

【４　進行管理結果の公表】

　   ［ ］は目標達成状況を表示                は改革期間及び推進事項を表示     

令和5年度令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

県立施設の役割を踏まえ、あすな
ろの郷の運営費における県費負担を
抑制する。
(県費負担：4億4百万円(H26年度～))

あすなろの郷の建て替えに当たり、
引き続きセーフティネットの役割を果
たすとともに、県立施設として適正な
運営規模を検討する。

毎年度の進行管理結果を県議会に
報告するとともに、(社福)茨城県社
会福祉事業団及び県のホームページ
等で公表する。

毎年度の進行管理結果を県議会に報告するとともに、ホームページ等において公表

県立施設として適正な運営規模について検討

県立施設の役割を踏まえ、効果的・効率的な運営

［県費負担額３億３０百万円］

［あすなろの郷整備調整会議

の実施、建て替え整備計画

作成］

［Ｒ１.６月 県議会報告］

［Ｒ１.６月 県ホームページ

公表］

［県費負担額２億６６百万円］

［あすなろの郷再編整備に

向けた調整・検討を継続

実施。事業の一部を修正

・見直し］

［Ｒ２.６月 県議会報告］

［Ｒ２.６月 県ホームページ

公表］

［Ｒ３.６月 県議会報告］

［Ｒ３.６月 県ホームページ

公表］

［県費負担額３億７２百万円］

［あすなろの郷再編整備に

向けた調整・検討を継続

実施］

［県費負担額３億６７百万円］

［Ｒ４.６月 県議会報告］

［Ｒ４.６月 県ホームページ

公表］

［あすなろの郷再編整備に

向けた調整・検討を継続

実施］
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令和３年度包括外部監査結果報告への対応 

 

 

 

テーマ：債権(県税に係るものを除く)の管理に関する財務事務の執行について 

 

 

 

令 和 ５ 年 ６ 月 １ ６ 日 

福     祉     部 

福祉部資料４ 
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（様式３－２） 
令和３年度包括外部監査結果報告への対応 

監査のテーマ 
債権（県税に係るものを除く。）の管理に関する財務事務の執行について 

担当部・課 

福祉部子ども政策局青少年家庭課 

意 見 の 概 要 意 見 へ の 対 応 
児童措置費負担金について、令和３年７月より運用を開始した茨城県未収

債権管理システム等を活用して情報共有を図り、債権の保全を図るべきであ

る。また、未収債権管理システムがその運用になじまない場合には、現行の

費用徴収システムの改修を検討すべきである。 

未収債権管理システムは、月ごとに発生する児童措置費負担金の管理にな

じまないこと、また、債権管理に係る事務負担の軽減を図るため、当該債権

管理に適応した新システムの導入経費について、令和５年度当初予算におい

て予算化した。令和５年９月までに開発を行い、１０月以降から運用を開始

することとした。 
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